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全
国
市
議
会
議
長
会
（
会
長
�

関
谷
博
・
下
関
市
議
会
議
長
）
は

１１
月
８
日
、
東
京
・
日
本
都
市
セ

ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
９３
回
評
議
員

会
を
開
い
た
。
当
日
は
、
来
賓
と

し
て
迎
え
た
藤
末
健
三
・
総
務
副

大
臣
、
松
あ
き
ら
・
参
議
院
総
務

委
員
長
か
ら
祝
辞
を
賜
っ
た
ほ

か
、
小
宮
山
洋
子
・
衆
議
院
総
務

委
員
長
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
メ
ッ
セ

ー
ジ
が
披
露
さ
れ
た
。

会
議
で
は
、
各
委
員
会
代
表
が

２４
年
度
活
動
状
況
等
を
報
告
�
各

委
員
会
の
報
告
要
旨
は
２
面
か
ら

５
面
に
か
け
掲
載
。
続
い
て
議
案

審
議
で
は
、
部
会
提
出
議
案
１８
本

の
ほ
か
、
決
議
２
本
と
本
会
２３
年

度
会
計
決
算
３
本
を
内
容
と
す
る

会
長
提
出
議
案
５
本
を
協
議
し
、

原
案
の
と
お
り
決
定
し
た
�
部
会

提
出
議
案
と
会
長
提
出
に
よ
る
決

議
案
は
６
面
に
掲
載
。

本
会
の
地
方
９
部
会
か
ら
提
出

さ
れ
た
議
案
は
▽
防
災
・
減
災
▽

地
方
行
政
▽
厚
生
労
働
・
産
業
経

済
▽
建
設
運
輸
―
の
４
区
分
に
分

類
し
上
程
。
提
案
理
由
を
各
部
会

の
代
表
市
議
長
が
説
明
し
た
。
会

長
提
出
議
案
で
は
、
５
本
の
う
ち

決
議
案
と
し
て
提
出
さ
れ
た
２
本

が
「
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
」

「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
」
。
地
方
税
財
源
関
連
に
つ

い
て
決
議
で
は
、
地
方
交
付
税
の

増
額
に
よ
る
一
般
財
源
総
額
の
確

保
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

政
務
活
動
費
に
関
し

参
考
条
例
案
を
報
告

こ
の
ほ
か
評
議
員
会
で
は
、
前

日
に
内
容
を
決
定
し
た
「
政
務
活

動
費
の
交
付
に
関
す
る
参
考
条
例

等
検
討
会
報
告
書
」
の
概
要
説
明

が
あ
っ
た
。
評
議
員
会
に
は
前
日

の
第
３
回
検
討
会
で
用
い
た
案
文

を
資
料
と
し
て
提
出
。
従
来
の

「
政
務
調
査
費
」
が
自
治
法
改
正

に
よ
り
「
政
務
活
動
費
」
へ
と
改

め
ら
れ
た
こ
と
に
伴
い
使
途
範
囲

が
拡
大
さ
れ
る
た
め
、
使
途
範
囲

を
定
め
る
参
考
条
例
案
を
示
し
た
。

本
会
で
は
、
８
月
２９
日
の
改
正

自
治
法
成
立
を
受
け
検
討
会
を
立

ち
上
げ
「
政
務
活
動
費
」
の
充
て

ら
れ
る
範
囲
な
ど
に
つ
い
て
整
理

を
重
ね
て
き
た
。
最
終
取
り
ま
と

め
の
場
と
し
て
開
催
し
た
第
３
回

検
討
会
の
意
見
を
踏
ま
え
、
本
会

で
は
最
終
的
な
報
告
書
と
し
て
整

え
次
第
、
全
市
へ
発
送
す
る
予
定
。

関谷博・本会会長があいさつ

市
議
会
議
員
共
済
会
（
会
長
�

関
谷
博
・
下
関
市
議
会
議
長
）
は

１１
月
１３
日
、
東
京
・
ル
ポ
ー
ル
麹

町
で
第
２
回
理
事
会
を
開
催
し

た
。
当
日
は
、
２５
年
度
の
共
済
会

収
支
を
見
通
し
た
予
算
大
綱
案
を

協
議
し
、
了
承
し
た
。
同
大
綱
を

基
に
、
「
平
成
２５
年
度
事
業
計
画

及
び
予
算
案
」
を
作
成
す
る
。

同
大
綱
を
み
る
と
、
年
金
な
ど

の
給
付
に
要
す
る
費
用
へ
充
当
す

る
「
市
負
担
金
」
は
、
２５
年
度
の

負
担
率
が
未
定
。
地
方
議
会
議
員

年
金
制
度
が
２３
年
６
月
に
廃
止
さ

れ
て
以
降
は
、
経
過
措
置
と
し
て

給
付
に
必
要
な
費
用
は
共
済
会
の

保
有
す
る
残
余
の
資
産
を
除
き
、

自
治
体
が
負
担
す
る
こ
こ
と
な
っ

て
い
る
。

市
負
担
金
率
は
総
務
省
令
で
定

め
ら
れ
る
が
２５
年
度
の
率
は
現

在
、
総
務
省
が
精
査
し
て
い
る
。

国

と

地

方

の

協
議
の
場
が
開
催

２４
年
度
で
第
２
回
と
な
る
国
と

地
方
の
協
議
の
場
が
１１
月
８
日
、

首
相
官
邸
で
開
催
さ
れ
、
本
会
か

ら
関
谷
博
・
会
長
（
下
関
市
議
会

議
長
）
が
出
席
し
た
。

当
日
は
▽
平
成
２５
年
度
予
算
概

算
要
求
▽
地
域
主
権
推
進
大
綱
▽

地
方
公
務
員
制
度
改
革
―
に
つ
い

て
国
側
と
協
議
し
た
�
関
連
記
事

は
５
面
に
掲
載
。

地
方
制
度
調
査
も

地
方
制
度
調
査
会
の
第
２３
回
専

門
小
委
員
会
が
１１
月
７
日
、
総
務

省
で
開
催
さ
れ
た
。

大
都
市
の
あ
り
方
を
議
題
と

し
、
地
方
団
体
の
各
代
表
か
ら
ヒ

ア
リ
ン
グ
を
実
施
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1851号１１月２５日平成24年
（2012年）

２５年度

予
算
大
綱
案
を
了
承

共共
済済
会会
がが
第第
２２
回回
理理
事事
会会
でで

第第
９９３３
回回
評評
議議
員員
会会
でで
議議
案案
審審
議議

部
会
提
出
１８
件
・
会
長
提
出
�
件
を
決
定

来賓あいさつする藤末健三・総務副大臣（写真
上）と松あきら・参議院総務委員長（写真下）

あ
い
さ
つ
す
る
関
谷
博
・
本
会
会
長

（１） 平成２４年１１月２５日 第１８５１号
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本
年
度
は
、
去
る
７
月
２６
日
に

委
員
会
を
開
催
し
、
地
方
分
権
改

革
の
推
進
、
地
方
議
会
の
権
能
強

化
な
ど
９
項
目
か
ら
な
る
要
望
書

を
決
定
し
、
関
係
方
面
に
要
望
運

動
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
す
。
ま

た
、
１１
月
２１
日
に
は
２
回
目
の
委

員
会
を
開
催
し
、
２５
年
度
政
府
予

算
に
対
す
る
要
望
を
取
り
ま
と

め
、
要
望
運
動
を
行
う
予
定
と
し

て
い
ま
す
。
さ
て
、
本
委
員
会
の

最
重
点
要
望
事
項
の
地
方
分
権
改

革
の
動
向
で
す
が
、
義
務
付
け
・

枠
付
け
の
見
直
し
に
か
か
る
、
い

わ
ゆ
る
「
第
３
次
一
括
法
案
」
が

先
の
通
常
国
会
に
提
出
さ
れ
て
お

り
、
そ
の
早
期
成
立
を
求
め
て
参

り
ま
し
た
が
、
継
続
審
議
と
な
っ

て
い
ま
す
。
同
法
案
の
早
期
成
立

と
と
も
に
、
さ
ら
な
る
義
務
付
け

・
枠
付
け
の
見
直
し
と
、
都
道
府

県
か
ら
市
へ
の
権
限
移
譲
を
求
め

て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

次
に
「
地
方
議
会
の
権
能
強

化
」
に
つ
い
て
で
す
。
長
に
よ
る

臨
時
会
招
集
に
関
す
る
不
適
切
な

運
用
の
是
正
、
専
決
処
分
制
度
の

改
善
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
地
方
自

治
法
改
正
案
に
つ
き
ま
し
て
は
、

８
月
２９
日
に
成
立
し
ま
し
た
。
今

回
の
改
正
に
当
た
っ
て
は
、
本
委

員
会
が
要
望
し
て
参
り
ま
し
た

「
地
方
議
会
議
員
の
法
的
位
置
付

け
」
の
明
確
化
に
つ
い
て
、
「
議

員
に
求
め
ら
れ
る
役
割
及
び
在
り

方
等
を
踏
ま
え
て
検
討
す
る
こ

と
」
と
す
る
付
帯
決
議
が
国
会
で

な
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
さ
ら
な
る

地
方
議
会
の
権
能
強
化
に
向
け
、

引
き
続
き
、
強
力
に
要
望
活
動
を

展
開
し
て
参
り
ま
す
。

続
い
て
「
消
防
防
災
体
制
の
充

実
強
化
」
で
す
。
定
期
総
会
で
本

委
員
会
に
付
託
さ
れ
ま
し
た
部
会

要
望
の
「
防
災
・
災
害
対
策
の
充

実
強
化
」
及
び
「
消
防
救
急
無
線

の
デ
ジ
タ
ル
化
に
係
る
財
政
措

置
」
に
つ
い
て
は
、
概
算
要
求
で
、

「
通
信
基
盤
の
整
備
や
消
防
団
の

充
実
等
に
よ
る
、
地
域
の
消
防
防

災
体
制
の
強
化
」
と
し
て
、
７７
億

４
０
０
０
万
円
が
要
求
さ
れ
て
お

り
ま
す
。
今
後
、
発
生
が
危
惧
さ

れ
る
大
規
模
災
害
に
、
迅
速
か
つ

的
確
に
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、
消
防
防
災
体
制
の
充
実
強

化
の
た
め
、
引
き
続
き
財
政
支
援

措
置
等
の
一
層
の
拡
充
を
求
め
て

参
り
ま
す
。

最
後
に
「
基
地
対
策
関
係
予
算

の
確
保
」
で
す
。
来
年
度
が
３
年

に
一
度
の
増
額
の
年
と
な
る
総
務

省
所
管
の
「
基
地
交
付
金
・
調
整

交
付
金
」
を
は
じ
め
、
防
衛
省
所

管
の
「
基
地
周
辺
対
策
経
費
」
に

つ
い
て
は
、
基
地
交
付
金
・
調
整

交
付
金
合
わ
せ
て
、
対
前
年
度
１０

億
円
増
の
３
４
５
億
４
０
０
０
万

円
、
基
地
周
辺
対
策
経
費
は
、
対

前
年
度
３０
億
円
増
の
１
２
１
５
億

円
余
り
が
、
財
務
省
に
対
し
要
求

さ
れ
て
お
り
ま
す
。
本
委
員
会
と

し
て
も
、
概
算
要
求
額
の
満
額
確

保
に
向
け
、
積
極
的
に
要
望
活
動

を
行
っ
て
参
り
ま
す
。
そ
の
ほ

か
、
所
管
事
項
の
過
疎
地
域
の
自

立
促
進
、
合
併
市
町
村
に
対
す
る

支
援
の
拡
充
、
北
方
領
土
返
還
等

に
つ
い
て
も
、
強
力
に
要
望
活
動

を
行
っ
て
参
り
ま
す
。

第
９３
回
評
議
員
会
に
お
い
て
、
本
会
の
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、

社
会
文
教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
、
国
会
対
策
の
各
委
員
会
、
国

と
地
方
の
協
議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委
員
会
、
そ
れ
ぞ
れ
を
代
表

し
７
人
の
委
員
長
が
平
成
２４
年
度
の
活
動
経
過
と
要
望
事
項
の
概
要

を
報
告
し
た
。
本
紙
で
は
２
面
か
ら
５
面
に
か
け
、
各
委
員
長
の
発

言
要
旨
を
掲
載
す
る
。

本
年
度
は
、
去
る
７
月
３
日
に

委
員
会
を
開
催
し
、
５
項
目
か
ら

な
る
要
望
書
を
決
定
し
、
関
係
各

方
面
に
要
望
運
動
を
行
い
ま
し

た
。
ま
た
、
１１
月
１５
日
に
は
２
回

目
の
委
員
会
を
開
催
し
、
２５
年
度

政
府
予
算
に
対
す
る
要
望
を
と
り

ま
と
め
、
要
望
運
動
を
行
う
予
定

と
し
て
い
ま
す
。

さ
て
、
政
府
の
２５
年
度
予
算
概

算
要
求
で
は
、
地
方
一
般
財
源
総

額
は
前
年
度
比
０
・
６
兆
円
増
の

６０
・
２
兆
円
が
要
求
さ
れ
ま
し

た
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
に
つ
い

て
は
前
年
度
比
０
・
３
兆
円
減
の

１７
・
２
兆
円
が
要
求
さ
れ
ま
し

た
。
本
委
員
会
と
し
て
は
、
地
方

財
政
計
画
に
、
社
会
保
障
関
係
費

の
自
然
増
な
ど
増
嵩
す
る
財
政
需

要
を
的
確
に
反
映
す
る
こ
と
に
よ

り
、
地
方
交
付
税
を
増
額
し
一
般

財
源
総
額
を
確
保
す
る
よ
う
引
き

続
き
強
く
要
望
し
ま
す
。

ま
た
、
財
源
不
足
額
に
つ
い
て

は
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
等

に
よ
る
こ
と
な
く
、
地
方
交
付
税

の
法
定
率
の
引
上
げ
に
よ
り
対
応

す
る
よ
う
、
強
く
求
め
て
参
り
た

い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
都
市
税
源
の
充
実
確
保

に
つ
い
て
で
す
。
個
人
住
民
税
に

つ
い
て
は
、
そ
の
充
実
確
保
を
図

る
と
と
も
に
、
政
策
的
な
税
額
控

除
を
導
入
し
な
い
よ
う
求
め
ま
す
。

ま
た
、
自
動
車
取
得
税
及
び
自
動

車
重
量
税
に
つ
い
て
は
、
極
め
て

厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
や
地
球

温
暖
化
対
策
の
観
点
か
ら
、
代
替

財
源
を
示
さ
な
い
限
り
、
市
町
村

へ
の
財
源
配
分
の
仕
組
み
を
含
め

て
堅
持
す
る
よ
う
求
め
て
参
り
ま

す
。
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
の
現
行
制

度
の
堅
持
や
、
固
定
資
産
税
の
安

定
的
確
保
等
に
つ
い
て
も
、
引
き

続
き
強
く
要
望
し
て
参
り
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
地
球
温
暖
化
対
策

の
た
め
の
税
の
一
定
割
合
を
地
方

へ
譲
与
す
る
地
球
温
暖
化
対
策
譲

与
税
の
創
設
な
ど
、
地
球
温
暖
化

対
策
に
関
す
る
地
方
税
財
源
を
確

保
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
よ

う
、
求
め
て
参
り
ま
す
。

各各
委委
員員
会会
報報
告告（（
要要
旨旨
））①①
地
行

社
文

地
財

産
経

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

串間市

門
田
国
光
・
委
員
長

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

二本松市

斎
藤
賢
一
・
委
員
長

第１８５１号 平成２４年１１月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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本
年
度
に
お
い
て
は
、
去
る
７

月
２６
日
に
委
員
会
を
開
催
し
、
９

項
目
か
ら
な
る
要
望
書
を
取
り
ま

と
め
、
関
係
方
面
へ
要
望
運
動
を

行
っ
た
と
こ
ろ
で
す
。
さ
て
、
政

府
に
お
い
て
は
、
来
年
度
の
予
算

編
成
に
あ
た
り
、
本
委
員
会
の
所

管
事
項
で
あ
る
「
健
康
、
環
境
」

分
野
な
ど
を
重
点
分
野
と
し
て
位

置
づ
け
、
予
算
の
重
点
配
分
を
徹

底
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
厚
生
労

働
省
医
政
局
の
２５
年
度
予
算
概
算

要
求
に
お
い
て
は
、
地
域
医
療
を

担
う
人
材
の
確
保
等
を
図
る
た

め
、
地
域
医
療
確
保
対
策
の
推
進

な
ど
に
、
１
９
０
０
億
円
余
が
要

求
さ
れ
て
い
ま
す
。
本
委
員
会
で

も
、
医
師
育
成
方
策
の
確
立
や
救

急
医
療
体
制
の
確
保
・
充
実
な
ど

を
要
望
し
て
参
り
ま
し
た
が
、
地

域
住
民
が
安
心
し
て
必
要
な
医
療

を
受
け
ら
れ
る
よ
う
地
域
医
療
施

策
の
推
進
に
対
す
る
所
要
額
の
確

保
に
向
け
、
今
後
と
も
更
な
る
要

望
活
動
を
行
っ
て
参
り
ま
す
。

次
に
、
少
子
化
対
策
に
つ
い
て

で
あ
り
ま
す
。
子
ど
も
・
子
育
て

関
連
３
法
に
つ
い
て
は
、
去
る
８

月
１０
日
に
成
立
し
ま
し
た
が
、
少

子
化
対
策
を
は
じ
め
と
す
る
社
会

保
障
制
度
全
般
の
制
度
運
営
に
あ

た
っ
て
は
、
国
と
地
方
の
役
割
分

担
や
費
用
負
担
の
あ
り
方
に
つ
い

て
、
「
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民

会
議
」
な
ど
で
国
と
地
方
が
十
分

な
協
議
を
行
い
、
地
方
の
意
見
が

反
映
さ
れ
る
よ
う
強
く
求
め
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
国

に
よ
る
乳
幼
児
医
療
費
の
無
料

化
、
義
務
教
育
終
了
時
ま
で
の
医

療
費
助
成
制
度
の
創
設
に
つ
い
て

は
、
法
に
盛
り
込
ま
れ
て
は
お
り

ま
せ
ん
が
、
こ
れ
ら
の
要
望
は
、

全
国
的
に
も
実
現
を
望
む
声
が
多

く
上
が
っ
て
お
り
ま
す
の
で
、
今

後
、
よ
り
一
層
強
力
に
運
動
し
て

参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

続
い
て
、
公
立
小
中
学
校
の
耐

震
化
に
つ
い
て
は
、
近
年
、
耐
震

補
強
事
業
や
改
築
事
業
に
対
す
る

国
庫
補
助
率
の
引
上
げ
を
要
望
し

て
き
ま
し
た
。
こ
れ
に
加
え
、
昨

年
の
東
日
本
大
震
災
を
貴
重
な
教

訓
と
し
て
、
本
年
度
は
、
照
明
器

具
や
天
井
な
ど
非
構
造
部
材
の
耐

震
化
に
対
す
る
財
政
措
置
の
拡
充

強
化
を
重
点
的
に
要
望
し
て
参
り

ま
し
た
。
文
部
科
学
省
の
２５
年
度

予
算
概
算
要
求
で
は
、
公
立
学
校

施
設
の
耐
震
化
及
び
防
災
機
能
の

強
化
等
と
し
て
、
復
興
特
別
会
計

分
も
含
め
、
２４
年
度
の
約
２
・
５

倍
と
な
る
３
０
０
０
億
円
強
が
要

求
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
こ
の
概
算

要
求
額
が
確
実
に
確
保
さ
れ
る
よ

う
引
き
続
き
重
点
的
に
要
望
を
行

い
ま
す
。
こ
の
ほ
か
、
保
健
衛
生

施
策
や
介
護
保
険
制
度
、
障
害
者

福
祉
、
雇
用
対
策
、
環
境
保
全
施

策
に
つ
い
て
も
、
そ
の
充
実
強
化

を
要
望
し
て
参
り
ま
し
た
が
、
引

き
続
き
強
く
要
望
し
ま
す
。

本
委
員
会
は
１１
月
２８
日
に
、
第

２
回
の
委
員
会
を
開
催
し
、
本

日
、
各
部
会
か
ら
い
た
だ
き
ま
す

要
望
事
項
の
ほ
か
、
現
下
の
諸
情

勢
を
勘
案
し
た
要
望
書
を
取
り
ま

と
め
、
関
係
方
面
へ
要
望
運
動
を

行
う
予
定
で
す
。

本
年
度
は
、
去
る
７
月
１９
日
に

委
員
会
を
開
催
し
、
農
業
振
興
対

策
な
ど
７
項
目
か
ら
な
る
要
望
書
、

及
び
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
早
期

復
旧
・
復
興
に
関
す
る
要
望
、
並

び
に
原
子
力
発
電
所
事
故
災
害
の

対
応
に
関
す
る
要
望
を
決
定
し
、

関
係
各
方
面
に
対
し
、
要
請
活
動

を
行
い
ま
し
た
。
さ
て
、
政
府
は
、

去
る
７
月
３１
日
に
「
日
本
再
生
戦

略
」
を
閣
議
決
定
し
て
お
り
ま

す
。
再
生
戦
略
に
示
さ
れ
た
、
今

後
の
予
算
編
成
に
お
け
る
取
組
に

お
い
て
、
復
興
庁
の
２５
年
度
予
算

概
算
要
求
で
は
、
農
地
・
農
業
用

施
設
等
へ
の
災
害
復
旧
事
業
に
６

８
９
７
億
円
、
生
産
力
・
販
売
力

を
回
復
す
る
産
地
の
取
組
を
支
援

す
る
東
日
本
大
震
災
農
業
生
産
対

策
交
付
金
に
１
０
４
億
円
が
挙
げ

ら
れ
て
い
ま
す
。
原
発
事
故
で

は
、
放
射
性
物
質
に
よ
り
汚
染
さ

れ
た
土
壌
等
の
除
染
や
風
評
被
害

な
ど
に
対
し
、
「
原
子
力
災
害
か

ら
の
復
興
・
再
生
」
と
し
て
７
２

５
１
億
円
が
要
求
さ
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
去
る
１０
月
２６
日
に
は
、

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
支
援

策
な
ど
を
柱
と
し
た
新
た
な
経
済

対
策
の
第
一
弾
が
閣
議
決
定
さ
れ

ま
し
た
。
被
災
地
全
体
の
一
刻
も

早
い
復
旧
・
復
興
の
た
め
の
必
要

十
分
な
予
算
総
額
の
確
保
は
も
と

よ
り
、
被
災
地
の
実
態
に
即
し
た

万
全
の
支
援
を
求
め
る
こ
と
を
最

重
要
課
題
と
し
て
、
要
望
活
動
を

行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

次
に
、
各
産
業
分
野
に
つ
い
て

で

す

が
、「
日
本

再

生

戦

略
」
で

は
、
グ
リ
ー
ン
、
ラ
イ
フ
、
農
林
漁

業
な
ど
、
新
た
な
成
長
を
目
指
す

重
点
分
野
に
つ
い
て
、
日
本
経
済

を
支
え
る
中
小
企
業
の
活
力
を
最

大
限
活
用
し
、
こ
の
分
野
に
お
け

る
規
制
等
を
見
直
す
と
と
も
に
、

限
ら
れ
た
政
策
財
源
を
優
先
的
に

配
分
す
る
と
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

農
林
漁
業
で
は
、
農
山
漁
村
に
雇

用
と
所
得
を
生
み
出
し
、
若
者
の

農
林
漁
業
へ
の
参
入
や
定
住
化
の

促
進
に
よ
り
、
農
林
漁
業
が
成
長

産
業
と
な
り
、
地
域
の
発
展
に
資

す
る
よ
う
、
要
望
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
ま
た
、
長
引
く
円
高
等

で
業
績
が
落
ち
込
ん
で
い
る
中
小

企
業
に
対
す
る
振
興
策
や
、
地
域

が
主
導
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
導
入
の
推
進
な
ど
、
地
域
経
済

の
発
展
に
資
す
る
施
策
の
充
実
強

化
で
も
要
望
活
動
が
必
要
で
す
。

最
後
に
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
で
は
、

政
府
は
あ
く
ま
で
国
益
の
視
点
に

立
ち
、
十
分
な
国
民
的
議
論
を
経

た
上
で
結
論
を
得
て
い
く
と
し
て

い
ま
す
。
本
委
員
会
と
し
て
も
、

交
渉
参
加
に
つ
い
て
の
検
討
に
あ

た
っ
て
は
、
国
民
に
対
す
る
情
報

提
供
に
、
よ
り
一
層
努
め
る
と
と

も
に
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
参
加
に
よ
り

我
が
国
の
農
林
漁
業
が
甚
大
な
影

響
を
受
け
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、

慎
重
な
対
応
を
行
う
こ
と
を
求
め

て
い
き
ま
す
。
本
委
員
会
は
１１
月

２１
日
に
、
第
２
回
の
委
員
会
を
開

催
し
、
本
日
、
各
部
会
か
ら
い
た

だ
き
ま
す
要
望
事
項
の
ほ
か
、
現

下
の
諸
情
勢
を
勘
案
し
た
要
望
書

を
取
り
ま
と
め
関
係
団
体
へ
要
望

運
動
を
行
う
予
定
で
す
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

柏 市

山
内
弘
一
・
委
員
長

産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

大和郡山市

仲

元
男
・
委
員
長

（３） 平成２４年１１月２５日 第１８５１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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今
年
度
は
、
去
る
７
月
３１
日
に

第
１
回
の
委
員
会
を
開
催
し
、
自

然
災
害
対
策
の
推
進
な
ど
４
項
目

か
ら
な
る
要
望
書
及
び
「
東
日
本

大
震
災
か
ら
の
早
期
復
旧
・
復
興

に
関
す
る
要
望
」
を
決
定
し
、
関

係
各
方
面
に
対
し
、
要
望
運
動
を

展
開
し
ま
し
た
。

さ
て
、
政
府
に
お
い
て
は
、
去

る
７
月
３１
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
日
本
再
生
戦
略
」
で
、
「
東
日

本
大
震
災
か
ら
の
復
興
、
福
島
の

再
生
を
最
重
要
か
つ
最
優
先
課
題

と
し
て
、
引
き
続
き
全
力
で
対
応

す
る
」
と
し
て
、
そ
の
着
実
な
実

行
に
つ
な
が
る
予
算
編
成
を
行
う

と
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
国
土

交
通
省
で
も
「
日
本
再
生
戦
略
」

を
踏
ま
え
、
来
年
度
予
算
概
算
要

求
の
基
本
方
針
と
し
て
、
「
東
日

本
大
震
災
か
ら
の
復
興
」
「
防
災

・
減
災
対
策
等
の
推
進
」
及
び

「
持
続
可
能
で
活
力
あ
る
国
土
・

地
域
の
形
成
等
へ
の
重
点
化
」
が

示
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
う
し
た
中

で
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧

・
復
興
に
つ
い
て
で
す
が
、
現
在

も
な
お
、
様
々
な
課
題
が
未
だ
解

決
に
至
っ
て
お
り
ま
せ
ん
こ
と
か

ら
、
被
災
地
全
体
の
１
日
も
早
い

復
旧
・
復
興
の
実
現
に
向
け
、
十

分
な
予
算
確
保
、
各
種
支
援
策
の

充
実
強
化
な
ど
、
さ
ら
に
万
全
の

措
置
を
講
じ
る
よ
う
強
く
求
め
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

次
に
、
自
然
災
害
対
策
に
つ
い

て
で
す
が
、
近
年
は
台
風
や
豪
雨

に
よ
る
甚
大
な
被
害
が
多
発
し
て

い
ま
す
。
政
府
は
、
８
月
に
「
大

規
模
又
は
広
域
的
な
災
害
リ
ス
ク

の
低
減
」
等
を
重
点
目
標
と
し
た

「
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
」
を

閣
議
決
定
い
た
し
ま
し
た
。
こ
れ

を
受
け
、
国
土
交
通
省
は
概
算
要

求
に
お
い
て
、
社
会
資
本
整
備
総

合
交
付
金
、
予
防
的
な
治
水
対
策

の
強
化
に
つ
い
て
、
い
ず
れ
も
増

額
要
求
を
し
て
お
り
ま
す
が
、
本

委
員
会
と
し
て
も
、
住
民
の
生
命

・
財
産
を
守
る
た
め
、
治
山
・
治

水
対
策
の
更
な
る
強
化
な
ど
に
つ

い
て
今
後
も
要
望
を
行
っ
て
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

続
い
て
、
各
種
交
通
基
盤
整
備

の
推
進
に
つ
い
て
で
す
が
、
本
委

員
会
が
強
く
要
望
し
て
お
り
ま
す

高
速
道
路
整
備
に
つ
い
て
は
、
高

速
道
路
は
個
性
豊
か
で
活
力
に
満

ち
た
地
域
社
会
の
実
現
の
た
め
に

重
要
な
だ
け
で
は
な
く
、
東
日
本

大
震
災
に
お
き
ま
し
て
は
、
救
援

・
復
旧
活
動
の
た
め
、
文
字
ど
お

り
「
命
の
道
」
と
し
て
の
役
割
を

果
た
し
た
こ
と
は
ご
案
内
の
と
お

り
で
す
。
国
土
交
通
省
の
来
年
度

概
算
要
求
で
は
、
全
国
ミ
ッ
シ
ン

グ
リ
ン
ク
の
整
備
が
、
前
年
度
比

９
％
増
の
３
９
９
５
億
円
と
さ
れ

て
お
り
、
本
委
員
会
と
し
て
も
、

高
速
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成

の
た
め
、
所
要
財
源
の
確
保
に
つ

い
て
強
く
要
望
す
る
必
要
が
あ
る

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
住
民
に
と
っ
て
快

適
で
豊
か
な
環
境
を
も
た
ら
す
と

と
も
に
、
地
域
活
性
化
に
不
可
欠

で
あ
る
都
市
基
盤
整
備
の
推
進

や
、
地
域
経
済
の
活
性
化
・
国
際

相
互
理
解
の
促
進
な
ど
幅
広
い
意

義
を
有
し
て
い
る
観
光
立
国
の
推

進
で
も
、
各
種
施
策
の
充
実
強
化

を
今
後
も
要
望
し
て
参
り
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
１１
月
１５
日
に
第

２
回
の
委
員
会
を
開
催
し
、
地
方

部
会
か
ら
の
要
望
事
項
の
ほ
か
、

現
下
の
諸
情
勢
を
勘
案
し
た
要
望

書
を
取
り
ま
と
め
、
関
係
各
方
面

へ
要
望
運
動
を
行
う
予
定
で
あ
り

ま
す
。

２
、
３
面
に
引
き
続
き
、
第
９３
回
評
議
員
会
に
お
け
る
各
委
員
会

の
報
告
に
つ
い
て
、
要
旨
を
掲
載
し
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
全
国
市
議
会
議

長
会
の
重
点
要
望
事
項
の
実
現
促

進
に
関
す
る
事
項
を
所
管
し
て
お

り
ま
す
。
本
年
度
は
、
国
政
の
動

向
に
伴
い
、
政
府
の
２５
年
度
予
算

概
算
要
求
前
の
委
員
会
立
ち
上
げ

が
適
わ
ず
、
去
る
１０
月
２９
日
に
開

催
し
た
今
年
度
初
め
て
の
委
員
会

に
お
い
て
、
「
地
方
交
付
税
の
増

額
に
よ
る
一
般
財
源
総
額
の
確

保
」
「
都
市
税
源
の
充
実
確
保
」

「
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る
地

方
税
財
源
の
確
保
等
」
の
３
項
目

か
ら
な
る
「
平
成
２５
年
度
政
府
予

算
に
対
す
る
重
点
要
望
」
を
決
定

し
、
政
府
・
与
野
党
な
ど
関
係
各

方
面
に
対
し
、
要
望
運
動
を
展
開

し
た
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。

さ
て
、
基
礎
自
治
体
で
あ
る
市

は
、
社
会
保
障
や
教
育
な
ど
住
民

生
活
に
直
結
し
た
様
々
な
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
お
り
ま
す
。

少
子
高
齢
化
に
よ
る
社
会
保
障

関
係
費
の
増
嵩
を
は
じ
め
財
政
需

要
が
急
増
す
る
中
、
地
方
自
治
体

が
持
続
的
か
つ
安
定
的
な
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
は
、

地
方
一
般
財
源
総
額
の
確
保
が
必

要
不
可
欠
で
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
上
で
、
地
方
が
担
う
事
務

と
責
任
に
見
合
う
よ
う
、
国
と
地

方
の
税
源
配
分
を
見
直
し
、
税
源

の
偏
在
性
が
小
さ
い
地
方
税
体
系

を
構
築
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
の
中
、
１２
月
４

日
に
は
２
回
目
の
委
員
会
を
開
催

し
、
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
に

向
け
た
要
望
を
取
り
ま
と
め
た
上

で
、
２５
年
度
政
府
予
算
編
成
に
お

い
て
、
地
方
交
付
税
の
増
額
に
よ

る
一
般
財
源
総
額
の
確
保
や
、
都

市
税
源
の
充
実
確
保
、
地
球
温
暖

化
対
策
に
関
す
る
地
方
税
財
源
の

確
保
等
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
強
力

に
要
望
運
動
を
行
っ
て
参
り
た
い

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

以
上
が
、
本
委
員
会
の
活
動
状

況
、
及
び
主
な
要
望
事
項
の
概
要

で
ご
ざ
い
ま
す
。

各各
委委
員員
会会
報報
告告（（
要要
旨旨
））②②
建
運

国
と
地
方

協
議
の
場

等
特
別
委

国
対

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

坂出市

吉
田
耕
一
・
委
員
長

国国
会会
対対
策策
委委
員員
会会

川崎市

大
島
明
・
委
員
長

第１８５１号 平成２４年１１月２５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



本
委
員
会
は
、
昨
年
５
月
２
日

に
、
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
に

関
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
た
こ

と
を
受
け
ま
し
て
、
国
と
地
方
の

協
議
の
場
や
、
地
方
制
度
調
査
会

等
に
対
す
る
、
本
会
の
意
見
調
整

を
行
う
た
め
の
当
面
の
組
織
と
し

て
、
第
８７
回
定
期
総
会
に
お
い
て

設
置
さ
れ
た
委
員
会
で
ご
ざ
い
ま

す
。委

員
構
成
は
、
各
部
会
長
、
各

委
員
会
の
委
員
長
の
ほ
か
、
政
令

指
定
都
市
、
中
核
市
、
特
例
市
の

議
長
各
２
名
、
人
口
２０
万
人
未
満

の
市
の
議
長
９
名
の
３０
名
で
構
成

し
て
お
り
ま
す
。

さ
て
、
国
と
地
方
の
協
議
の
場

に
つ
き
ま
し
て
は
、
年
末
の
政
府

予
算
編
成
及
び
税
制
改
正
に
お
き

ま
し
て
、
地
方
の
意
見
を
適
切
に

反
映
さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。

ま
た
、
第
３０
次
地
方
制
度
調
査

会
に
お
い
て
は
、
現
在
、
「
大
都

市
制
度
の
あ
り
方
」
に
つ
い
て
審

議
が
行
わ
れ
て
お
り
ま
す
が
、
年

内
に
も
中
間
的
な
取
り
ま
と
め
が

行
わ
れ
る
見
通
し
と
な
っ
て
お
り

ま
す
。

本
委
員
会
は
、
こ
の
よ
う
な
状

況
に
対
応
し
、
こ
れ
ま
で
、
７
月

１２
日
、
次
い
で
１１
月
５
日
に
委
員

会
を
開
催
い
た
し
ま
し
た
。

特
に
、
５
日
に
開
催
し
た
委
員

会
に
お
き
ま
し
て
は
、
国
と
地
方

の
協
議
の
場
及
び
２５
年
度
政
府
予

算
編
成
に
向
け
て
の
本
会
の
対
応

に
つ
い
て
協
議
し
た
と
こ
ろ
で
ご

ざ
い
ま
す
。

本
日
の
評
議
員
会
に
は
、
本
委

員
会
に
お
い
て
協
議
を
い
た
し
ま

し
た
事
項
か
ら
、
会
長
提
出
決
議

案
と
し
て
、
「
地
方
税
財
源
の
充

実
確
保
に
関
す
る
決
議
案
」
を
、

ご
提
出
い
た
だ
い
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
地
方
制
度
調
査
会
に
つ

き
ま
し
て
も
、
本
委
員
会
で
、「
大

都
市
制
度
に
関
す
る
と
り
ま
と
め

に
向
け
た
考
え
方
（
案
）
」
に
対

す
る
本
会
の
意
見
を
協
議
い
た
し

ま
し
た
。

本
委
員
会
と
い
た
し
ま
し
て

は
、
今
後
と
も
引
き
続
き
、
政
府

の
動
向
を
踏
ま
え
、
適
時
適
切
に

対
応
し
て
参
り
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

本
年
２
回
目
と
な
る
「
国
と
地

方
の
協
議
の
場
」
が
開
か
れ
、
本

会
会
長
の
関
谷
博
・
下
関
市
議
会

議
長
ら
地
方
六
団
体
の
代
表
は
、

政
府
側
の
代
表
と
意
見
を
交
わ
し

た
。
冒
頭
、
あ
い
さ
つ
の
中
で
野

田
総
理
は
、
当
日
の
議
題
で
あ
る

▽
平
成
２５
年
度
予
算
概
算
要
求
▽

地
域
主
権
推
進
大
綱
▽
地
方
公
務

員
制
度
改
革
―
の
３
点
に
つ
い
て

「
忌
憚
の
無
い
意
見
を
承
り
た

い
」
と
地
方
側
へ
要
請
し
た
。

地
方
側
か
ら
は
、
２５
年
度
予
算

関
連
で
地
方
交
付
税
の
総
額
確
保

要
求
の
ほ
か
、
税
制
改
正
関
連
で

自
動
車
重
量
税
な
ど
の
廃
止
議
論

を
問
題
視
し
、
代
替
財
源
を
講
じ

る
こ
と
な
く
財
源
を
奪
う
こ
と
の

な
い
よ
う
求
め
た
。

地
方
公
務
員
制
度
改
革
に
つ
い

て
は
関
谷
本
会
会
長
が
「
（
人
勧

廃
止
で
）
住
民
の
批
判
を
招
く
恐

れ
が
あ
る
の
で
、
十
分
地
方
と
協

議
を
し
な
が
ら
慎
重
に
進
め
て
い

た
だ
き
た
い
」
と
申
し
入
れ
た
。

ま
た
、
関
谷
本
会
会
長
は
協
議

の
場
開
催
方
法
に
つ
い
て
も
「
国

と
地
方
の
協
議
の
場
を
開
催
す
る

に
あ
た
り
、
一
日
で
も
早
く
事
前

に
資
料
等
を
い
た
だ
き
協
議
す
る

形
で
臨
ま
せ
て
い
た
だ
き
た
い
」

と
言
及
。
政
府
側
か
ら
「
日
程
の

こ
と
も
含
め
、
ぎ
り
ぎ
り
の
案
内

と
な
っ
て
い
る
の
で
改
善
し
た

い
」
と
す
る
回
答
を
引
き
出
し

た
。

地
方
制
度
調
査
会
の
第
２３
回
専

門
小
委
員
会
は
１１
月
７
日
、
「
大

都
市
制
度
の
あ
り
方
」
を
テ
ー
マ

と
し
、
地
方
側
の
代
表
か
ら
ヒ
ア

リ
ン
グ
を
実
施
し
た
。

専
門
小
委
で
は
大
都
市
制
度
に

つ
い
て
、
１０
月
１５
日
に
「
と
り
ま
と

め
に
向
け
た
考
え
方
（
そ
の
１
）」、

同
１２
日

に

は
「
同
（
そ

の
２
）
」
と

し
て
整
理
し
、
年
内
に
も
方
向
性

を
示
す
こ
と
と
し
て
い
る
。

当
日
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
臨
ん
だ

団
体
の
う
ち
全
国
知
事
会
、
指
定

都
市
市
長
会
、
中
核
市
市
長
会
、

全
国
特
例
市
市
長
会
の
代
表
が
申

し
入
れ
た
意
見
の
柱
は
次
の
と
お

り
�
提
出
資
料
は
総
務
省
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
。
本
会
も
時
機
を

み
て
申
し
入
れ
る
予
定
。

【
全
国
知
事
会
】

▽
大
都
市
制
度
の
見
直
し
に
対
す

る
基
本
的
な
考
え
方
▽
各
政
党
の

大
都
市
制
度
改
革
に
対
す
る
都
道

府
県
の
意
見
▽
政
令
指
定
都
市
が

主
張
す
る
「
特
別
自
治
市
構
想
」

▽
大
都
市
制
度
の
議
論
に
当
た
っ

て
の
留
意
点
▽
今
後
の
進
め
方

【
指
定
都
市
市
長
会
】

▽
指
定
都
市
制
度
に
つ
い
て
▽
特

別
自
治
市
に
つ
い
て
▽
最
後
に

【
中
核
市
市
長
会
】

▽
（
中
核
市
・
特
例
市
）
両
制
度

の
統
合
に
つ
い
て
▽
都
道
府
県
か

ら
中
核
市
・
特
例
市
へ
の
事
務
の

移
譲
に
つ
い
て
▽
市
議
会
議
員
の

選
挙
区
及
び
住
民
自
治
に
つ
い
て

▽
地
方
拠
点
都
市
と
し
て
の
中
核

市
・
特
例
市
の
役
割
に
つ
い
て

【
全
国
特
例
市
市
長
会
】

▽
（
中
核
市
・
特
例
市
）
両
制
度

の
統
合
に
つ
い
て
▽
都
道
府
県
か

ら
中
核
市
・
特
例
市
へ
の
事
務
の

移
譲
▽
市
議
会
議
員
の
選
挙
区
及

び
住
民
自
治
▽
地
方
の
拠
点
と
し

て
の
中
核
市
・
特
例
市
の
役
割

名古屋市

国国
とと
地地
方方
のの
協協
議議
のの
場場
等等
にに

関関
すす
るる
特特
別別
委委
員員
会会

中
川
貴
元
・
委
員
長

議
題
は
２５
年
度
予
算
な
ど

国
と
地
方
の
協
議
の
場
で
意
見
交
換

右が本会の関谷博・会長

大
都
市
制
度
の
あ
り
方
で
地
制
調

専
門
小
委
が
ヒ
ア
リ
ン
グ

（５） 平成２４年１１月２５日 第１８５１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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地方税財源の充実確保に関する決議

基礎自治体である市は、社会保障や教育など住民生
活に直結した様々な行政サービスを提供している。
少子高齢化による社会保障関係費の増嵩をはじめ財

政需要が急増する中、地方自治体が持続的かつ安定的
な行政サービスを提供するためには、地方一般財源総
額の確保が必要不可欠である。
さらに、行政サービスを提供する上で、地方が担う

事務と責任に見合うよう国と地方の税源配分を見直
し、税源の偏在性が小さい地方税体系を構築する必要
がある。
よって、国においては、下記事項を実現されるよう

強く要望する。

記

１．地方交付税の増額による一般財源総額の確保
地方財政計画に、社会保障関係費の自然増など増嵩

する財政需要を的確に反映することにより、地方交付
税を増額し、一般財源総額を確保すること。
また、財源不足額については、臨時財政対策債の発

行等によることなく、地方交付税の法定率の引上げに
より必要額を確保すること。

２．都市税源の充実確保
（１）個人住民税の充実確保を図るとともに、「地域社

会の会費」という税の基本的な性格を踏まえ、政
策的な税額控除は導入しないこと。

（２）自動車重量税及び自動車取得税については、極め
て厳しい地方財政の状況及び地球温暖化対策など
の観点から、代替財源を示さない限り、市町村へ
の財源配分の仕組みを含め堅持すること。

（３）ゴルフ場利用税は、ゴルフ場所在の地方自治体に
おける貴重な税源であることから、現行制度を堅
持すること。

（４）市町村の基幹税目である固定資産税については、
その安定的確保を図ること。
なお、償却資産の根幹をなしている「機械及び
装置」に対する課税等については、現行制度を堅
持すること。

３．地球温暖化対策に関する地方税財源の確保等
地球温暖化対策のために地方自治体が果たしている

役割を踏まえ、地球温暖化対策のための税の一定割合
を地方に譲与する地球温暖化対策譲与税を創設するな
ど、地方税財源を確保する仕組みを構築すること。

以上決議する。

平成２４年１１月８日
全国市議会議長会

東日本大震災からの復旧・復興に関する決議

東日本大震災から１年８ヶ月が経過した。被災自治
体においては、復旧・復興に向けて懸命の努力がなさ
れているものの、被災者の生活再建や住宅の集団移転
をはじめ、未だ残る膨大な災害廃棄物の処理、ライフ
ライン・公共施設の復旧、地域産業の再生等に加え、
東京電力福島第一原子力発電所事故に起因する放射性
物質による汚染問題への対応など、解決すべき困難な
課題が数多く山積している。
発災以来、我々全国の市では、それぞれ被災地に対

し出来得る限りの支援を行ってきたところであるが、
これからの被災地の復旧・復興に向け、さらに全力で
支援を行っていく決意である。
国においては、これまで種々の施策が実施されてき

たが、復興の進捗が遅れることがないよう、被災地の
要望を丁寧にくみ取り、迅速かつ柔軟な対応を講じる
ことが重要であり、また、施策の具体的制度運用に当
たっては、被災自治体が地域の実情に応じた各般の事
業を主体的かつ有機的に実施することができる、自由
度の高い効果的な内容とすることが必要である。
よって、国においては、全ての国民が念願する被災

地全体の一日も早い復旧・復興の実現に向け、国の総
力を結集することにより、さらに万全の措置を講じる
よう強く要望する。

以上決議する。

平成２４年１１月８日
全国市議会議長会

第９３回評議員会提出議案及び審議順序
部会提出議案

説明市

塩竈市

熊野市

土佐市

逗子市

筑後市
菊川市
北見市
能代市
山陽小野田市
松原市
八幡浜市

大津市

八王子市

新発田市
上天草市
函館市
あわら市

総社市

会長提出議案
件 名

地方税財源の充実確保に関する決議（案）
東日本大震災からの復旧・復興に関する決議（案）
平成２３年度全国市議会議長会一般会計決算
平成２３年度全国市議会議長会表彰基金会計決算
平成２３年度全国市議会議長会職員退職基金会計決算

提出部会

東北部会

東海部会

四国部会

関東部会

九州部会
東海部会
北海道部会
東北部会
中国部会
近畿部会
四国部会

近畿部会

関東部会

北信越部会
九州部会
北海道部会
北信越部会

中国部会

件 名
東日本大震災からの復旧・復興
に向けた対応について
地震、津波防災対策について
南海トラフ巨大地震対策特別措置法の制
定による津波対策の強化・支援について
津波警報の迅速かつ正確な情報発信
及び津波観測体制の充実について
防災・減災対策の充実強化について
消防団の充実強化の対策について
北方領土問題の早期解決等について
新たな緊急雇用対策の実施について
緊急雇用対策に関わる財政支援について
生活保護制度の抜本的な改革について
地域の医師不足、偏在の解消について
定期予防接種および妊婦健康診
査に係る財政支援について
こころの健康を守り推進する基本
法（仮称）の法制化を求める要望
日本海沿岸東北自動車道の整備促進について
高速道路等の交通網の整備促進について
並行在来線への支援措置について
北陸新幹線の早期整備について
地域公共交通の確保・維持に対
する支援策の拡充について

議案
番号

１

２

３

４

５
６
７
８
９
１０
１１

１２

１３

１４
１５
１６
１７

１８

議案
番号

１
２
３
４
５

上程順序及び区分

防災・
減災

地方行政

厚生労働
産業経済

建設運輸

上程順序及び区分

決議

平成
２３年度
決算

１

２

３

４

１
２

３

第１８５１号 平成２４年１１月２５日 （６）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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第９３回評議員会の開会に当たりまして、一言ご挨拶
を申し上げます。
本日は、公務ご多忙の中、遠路よりご出席を賜り、

誠にありがとうございます。
皆様方には、平素より本会の運営に格別のご尽力、

ご協力を賜っておりますことに対し、厚く御礼申し上
げます。
また、藤末総務副大臣、松参議院総務委員長におか

れましては、国会開会中の極めてご多忙中にもかかわ
らず、本評議員会にご出席を賜り、深く感謝申し上げ
ます。
さて、欧州の債務危機や中国経済の減速などにより、

世界経済の不透明さが懸念される中、我が国において
も、景気低迷による税収の伸び悩みや、社会保障関係
費の増嵩等により、財政状況の悪化が危惧されており、
地方財政も国と同様、大変厳しい状況にあります。
こうした中、本日の評議員会に、地方税財源の充実

確保に関する決議案、また、東日本大震災からの復旧
・復興に関する決議案の２件をご提案させていただい
ております。

（地方税財源の充実確保）
まず、一般財源の総額確保についてでありますが、

平成２５年度の政府予算編成に向けて、地方自治体が持
続的かつ安定的な行政サービスを地域住民に提供して
いけるよう、地方交付税の増額をはじめとする地方一
般財源の総額確保につきまして、国に対して強く要請
をいたしたいと存じます。
また、平成２５年度税制改正につきましては、政府税

制調査会等で、自動車取得税・自動車重量税、ゴルフ
場利用税等の見直しが検討されておりますが、これら
は貴重な地方財源であり、具体的な代替財源を示さな
い限り、市町村への財源配分の仕組みは堅持すること
についても、強く要請をお願い申し上げます。
なお、国の予算執行の抑制により、現在、地方交付

税の１１月分につきまして、交付が見合わされておりま
すが、地方の固有財源であります地方交付税が遅滞す

ることは、国民生活に重大な影響を及ぼすこととなる
ため、国においては、早急に交付するよう要請を行っ
ているところであります。

（東日本大震災からの復旧・復興について）
次に、東日本大震災からの復旧・復興についてであ

ります。
東日本大震災から早１年８ヶ月を過ぎようとしてお

ります。
被災自治体においては、復旧・復興に向けて懸命の

努力をされているところでございますが、被災者の生
活再建や住宅の集団移転をはじめ、未だ残る膨大な災
害廃棄物の処理や、福島第一原子力発電所事故による
放射性物質の汚染問題への対応など、解決すべき困難
な課題が山積しております。
今後、被災地の復旧・復興に向け、全国８１１市議会

が一致結束して、これからも全力で支援を行っていく
必要がございます。
国においても、被災地全体の一日も早い復旧・復興

の実現に向け、国の総力を結集することにより、さら
に万全の措置を講じるよう強く要請をお願い申し上げ
ます。

（地方議会の権能強化）
次に、地方議会の権能強化についてでございます。
まず、本会をはじめとする議会三団体が、かねてか

ら早期成立を要望してまいりました「地方自治法の一
部改正法案」が去る８月２９日に参議院本会議において
成立し、９月５日に公布されたところであります。
この法律は、通年会期の導入や長による臨時会招集

に関する不適切な運用の是正、専決処分における長に
よる必要な措置の義務化、更には委員会制度に関する
条例委任事項の拡大など、地方議会の自主性・自律性
を高めようとするものであります。
今後とも、議会の自主性・自律性をより高めるため、

引き続き、地方議会の権能強化が図られるよう強く求
めて参りたいと考えております。
また、今回の改正に際しては、議員修正により、従

来の「政務調査費」の名称を「政務活動費」に改める
とともに、「政務活動費」を充てることができる経費の
範囲については、条例で定めることとされております。
このため、本会といたしましては、全国９部会の各

部会長市の局長及び政令市２市の局長による「政務活
動費の交付に関する参考条例等検討会」を設置し、鋭
意検討を行いました結果、昨日、開催いたしました第
３回検討会において参考条例案をとりまとめたところ
であります。

（おわりに）
地方行財政を取り巻く諸課題の解決に向け、今後と

も最善の努力をいたしたいと考えておりますので、皆
様方のご協力を重ねてお願い申し上げます。
本日の評議員会は、各部会からの提出議案及び会長

提出議案、平成２５年度本会予算の見通し案などにつき
まして、ご協議をいただくこととしておりますので、
皆様方のご協力を重ねてお願い申し上げ、開会のご挨
拶といたします。

関谷会長あいさつ（要旨）
地方税財源の充実確保などで決意示す

（７） 平成２４年１１月２５日 第１８５１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



平成２５年度予算編成等に向けて
平成２４年１１月８日
地 方 六 団 体

平成２５年度予算においては、東日本大震災からの復興及び災害に
強い国土構造への転換を図るとともに、誰もが安心して暮らすことの
できる社会の構築と円高・デフレを克服し、日本経済を再生軌道に載
せ、地域を活性化する力強いメッセージを打ち出すことが不可欠であ
る。
また、急激な社会・経済状況の変化による構造的問題を解決するた

め、中長期的な国家デザインを形作りながら、国と地方が協力して日
本再生を果たして行くプロセスを構築していただきたい。

１．震災復興と防災・減災対策
�地域特性に応じて柔軟に復興事業を推進するため、復興交付金の
包括的な交付金化等、使い勝手を高めるとともに、地域の復興が
計画的かつ着実に行えるよう必要な予算を確保すること。

�土木職等専門職員の確保や被災自治体への派遣に積極的に取り組
むとともに、職員派遣や採用については、派遣元・派遣先自治体
に対する財政支援を継続すること。

�東日本大震災等を教訓に、大規模かつ広域的な災害に対応できる
よう、災害対策法制の必要な見直しを図ること。また、首都直下
地震や南海トラフで想定される巨大地震に対応する特別措置法等
を整備すること。

�今後起こりうる大規模災害に対応するため、全国的に実施する防
災・減災等の事業に十分な財政措置を講じること。特に、災害対
策本部や避難場所となる公共施設等の耐震化、高台移転を促進す
ること。

�首都機能のバックアップや多重・分散型国土軸の形成等、災害に
強い国土づくりのためのインフラ整備を進めること。

２．経済・雇用対策
�円高是正やデフレ経済からの脱却に向け、被災地のみならず全国
を視野に入れた実効性のある経済・雇用対策を補正予算や２５年
度予算の編成を通じて切れ目なく実施し、日本経済の再生を図る
こと。

�中小企業金融円滑化法が果たした役割を踏まえ、地域経済を支え
る中小企業の資金繰り支援策を確実に講じること。

�平成２５年度以降も雇用創出基金等の各種基金により支えられた
雇用を充実・継続できるよう要件の緩和など弾力的な活用を可能
とするとともに、事業期間の延長を行うこと。また、厳しい状況
にある求職者に対する就業・就職支援に全力を尽くすこと。

�企業の国内投資を促進する施策を大胆に講じること。また、食や
観光、物流、環境・エネルギー、医療等に係る規制緩和や支援の
拡充を図り、その実験の場としての総合特区制度をさらに自由化
すること。

３．社会保障
�「社会保障制度改革国民会議」に、社会保障の現場の「運営責任
者」である地方自治体から委員を参画させること。

�消費税率引上げに当たり、簡易な給付措置等の低所得者対策を検
討すること。

�生活困窮者対策及び生活保護の見直しにあたっては、現場である
地方が適切に対応できる設計にするとともに、地方が生活・就労
一体支援を柔軟に実施できる仕組みを構築すること。

�特定疾患治療研究事業などの地方の超過負担は、速やかに解消す
ること。

�ポリオの不活化ワクチン導入により著しい財政負担が生じている
ことから、国の責任において早急に財政措置を講じること。また、
子宮頸がん等の予防接種について、早期に定期接種として位置づ
けるとともに、十分な財政措置を講じること。

�社会保障・税一体改革において、税制抜本改革時に行うとされた
国保財政基盤の強化を確実に実施するとともに、国庫負担の拡充・
強化により、将来に亘って持続可能な制度とすること。

４．農林水産業
�農林水産業・農山漁村の再生と国が掲げた食料・木材自給率の目
標（５０％）達成に不可欠な農林水産公共予算の充実・強化を図
ること。

�米、畑作物、林業、漁業への戸別所得補償・直接支払については、
他の農林水産予算を削減することなく財源を確保するとともに、
安定的な制度とするため法制化を図ること。

�農山漁村の再生を図り、多面的機能を発揮するため、地域コミュ
ニティの再生と地域活性化の取組に対する新たな支援措置を講じ
ること。

�農林水産業の担い手の育成・確保を図るため新規参入前後におけ
る対策を含め、支援策を充実・強化すること。

�野生鳥獣による農作物の被害等が深刻な状況にあるため、鳥獣被
害防止対策を充実・強化すること。

�「日本再生戦略」に基づき、農山漁村に雇用と所得を生み出す６
次産業化等に予算を重点配分すること。

５．地方税財政
�社会保障費の自然増や臨時財政対策債の償還増等の要素を考慮
し、中期財政フレームを踏まえ、地方の一般財源総額を確保する
こと。

�地方交付税については、三位一体改革で削減されており、その復
元を行うとともに、臨時財政対策債などの特例措置に依存してい
る現状を改め、法定率の引き上げを含めた抜本的な見直しを検討
し、持続可能な制度とすること。また、地方はこれまで給与の独
自削減や人員削減を行うなど、厳しい行財政運営に取り組んでき
ており、国家公務員の給与の臨時削減措置について、地方財政計
画や地方交付税の算定には決して反映させないこと。

�直轄事業建設費負担金については、制度廃止を明確にし、具体的
な工程表を作成した上で、廃止に向けた取組を確実に進めるこ
と。

�一括交付金については、平成２４年度対象事業分については２４年
度と同額以上を確保すること。また、自由裁量を拡げる観点から
対象事業を拡大するとともに、拡大に見合った予算額を確保する
こと。
一方、指定都市以外の市町村への導入については、年度間によっ
て事業費の変動が大きい等課題があることから、市町村の意見を
十分踏まえ、慎重に検討すること。

�個人住民税は、「地域社会の会費」という税の基本的な性格を踏
まえ、新たな税額控除は慎むとともに、政策誘導的な控除の見直
しを行うなど、課税ベースの拡大に努めること。特に、住宅ロー
ン控除は、所得税からの税源移譲の範囲内で控除するとともに、
その減収額は、全額国費により補てんする仕組みを維持するこ
と。

�自動車取得税はその７割程度、自動車重量税はその４割程度が市
町村の貴重な財源となっていることも踏まえ堅持すべきであり、
具体的な代替財源を示すことなく見直すべきではないこと。

�ゴルフ場利用税は、所在地の行政需要に対応する貴重な財源とな
っていることから、現行制度を堅持すること。

�償却資産に対する固定資産税については同税の応益課税としての
性格に鑑み、現行制度を維持すること。

�地球温暖化対策のための税は、その使途を森林吸収源対策にも拡
大するとともに、その一部を地方税源化するなど、地方の役割等
に応じた税財源を確保する仕組みを構築すること。
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地方公務員制度改革について

平成２４年１１月８日
地 方 六 団 体

我々は、政府において検討されている地方公務員の新たな労使
関係制度について、再三にわたり、国家公務員の制度をそのまま
引き写すのではなく、地方自治制度の特性や地域の実情、さらに
は住民サービスへの影響等を十分踏まえつつ、慎重な検討を行う
とともに、制度改革の必要性について具体的な理由を明らかにす
べきとした上で、
�公務員の身分保障を維持しながら協約締結権を付与するのは、
明らかに公務員優遇であり、住民から理解を得ることは困難で
ある。
�給与決定に至るまでの行政コストが増大するのは明らかであ
り、地域の行政サービスへの影響や社会全体にとっての便益を
明らかにすべきである。
�消防職員については、指揮命令系統が乱れ、活動に支障をきた
すおそれがあり、住民の消防行政に対する信頼や地域防災を支
える消防団との関係への影響の懸念があることから、団結権及
び協約締結権は付与すべきではない。
�労使協議による団体独自の給与決定を目指すことは、国による
地方公務員の給与水準に対する指導と矛盾するのではないか。
等の意見を述べてきた。しかしながら、甚だ遺憾なことに未だに
国から、これらの指摘に対し、地方が納得する説明はなされてい
ない。
また、具体的な事項として、
�勤務条件の客観性・合理性を担保する上で有効に機能している
人事委員会勧告等を廃止する場合に、同様の客観性・合理性を
担保する民間給与等の実態調査・把握方法の具体的内容を早急
に示すべき。
�団体交渉の当事者として、同一地方公共団体の職員以外の者が
一定割合を占める労働組合も認証され得ることには強い違和感
があり、同一地方公共団体の職員のみで構成する組合に限定す
ることも含め、さらに慎重に検討すべき。
等をはじめ、さらなる検討が必要であるものも多く残されている。
そもそも、地方公務員の労使関係制度のベースである国家公務
員制度改革について、人事院の報告では公務の賃金水準決定にお
いては市場メカニズムが機能しないといった本質的な問題が存在
し、国民的な議論が行われたとはいえない状況にある等の問題点
が指摘されており、地方公務員の労使関係制度についても十分な
国民的理解が得られる状況とは考えにくい。
このように、現行制度の問題点や新たな制度の理念・目的が不
明確であり、二元代表制などの地方自治制度の特性、国家公務員
制度との差異等に対する十分な検討がなく、制度変更の必要性そ
のものについても、当事者である我々としては全く理解できない
ものである。
上記の指摘を含め、地方の意見を真摯に反映した案としなけれ
ば、地方の納得を得ることは不可能である。
現在政府において検討されている地方公務員の新たな労使関係
制度の法案化については反対である。
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武内・民主党企業団体対策委員長代理（右
から３人目）、奥野・同党企業団体対策委
員会副委員長（左から３人目）に要望
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